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兵庫県行財政運営方針 

 

 

Ⅰ 策定の趣旨 

行財政構造改革推進条例を制定し2018(H30)年度を目標に取り組んできた行財政構造改革は、

組織、定員・給与、事務事業、投資事業、自主財源の確保など各分野において、行革プランに

掲げた目標を達成することができた。 

一方、震災関連県債に加え、行革期間中に財源対策として発行した退職手当債や行革推進債

の償還が今後も続く。加えて、世界経済や日本経済の見通し、国の財政健全化の取組など本県

を取り巻く行財政環境は予断を許さない。 

さらに、今後とも、人口減少、少子高齢化など社会経済情勢の変化や国の政策動向等を踏ま

えながら、すこやか兵庫をめざし、県民ニーズを的確に捉えた施策を展開していく必要がある。 

このため、行財政構造改革の成果を生かしつつ、適切な行財政運営を推進できるよう、各分

野の取組方針を定めた行財政運営方針を策定する。 

 

 

Ⅱ 行財政運営の基本方針 

次の基本方針に基づき、適切な行財政運営を推進するための取組を進める。 

 

１ 持続可能な行財政構造の保持 

行財政全般にわたる構造改革により確立した体制のもとに、収支均衡と将来負担の軽減を 

図る持続可能な行財政構造を保持し、これを推進する。 

 

２ 選択と集中の徹底 

時代の変化への的確な対応、国と地方、県と市町の役割分担の明確化、効率的な県政運

営の推進、計画的・効果的な事業の推進、自主財源の確保などの視点に基づき、選択と集

中を徹底し、取組の重点化を推進する。 

 

 ３ 安全安心の確保 

   風水害や地震などの自然災害等から県民の安全安心を確保するため、防災・減災対策を総

合的に推進する。 

 

  ４ すこやか兵庫の実現に向けた施策の推進 

社会経済情勢の変化への的確な対応など、県民ニーズを的確に捉えつつ、「21 世紀兵庫長

期ビジョン」、「兵庫 2030 年の展望」の実現に向けたリーディングプロジェクト、「兵庫県

地域創生戦略」の推進など、すこやか兵庫の実現に向けた施策を積極的に展開する。 

 

５ 県民の参画と協働による県政の推進 

県政の取組を分かりやすく情報発信しながら、県民と共に考え、共に実行していく県民の 

参画と協働による県政を推進する。 

 

 

Ⅲ 取組期間 

  2019(H31)年度～2028 年度の 10 年間 

  但し、３年ごとを目途に、社会情勢の変化、国の政策動向、行財政の運営状況を勘案し、運

営方針の見直しを行う。 
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Ⅳ 財政運営 

  財政フレームを策定し、県財政の中長期の見通しを示す。 

フローとストック両面の財政指標を設定し、10 年間の目標を定め、収支均衡の維持と将来

負担の軽減を図る。 

令和２年度から、県債管理基金を活用して、行財政構造改革期間中に発行した退職手当債及

び行革推進債の県債残高縮減対策を実施するとともに、将来負担比率について、各分野の取組

方針の基本を維持しつつ、新たな目標を設定する。 

 

１ 財政運営の目標  

区   分 10 年間の目標 

フ

ロ

｜ 

指

標 

収 支 均 衡 収支均衡 

県 債 依 存 度 
( 県 債 発 行 額 / 一 般 財 源 ) 
[ 臨 時 財 政 対 策 債 除 き ] 

毎年度の地財計画の一般財源総額に対する地方債[臨
財債除き]の割合以下(2018(H30):8.4%) 

( 普 ) 実 質 公 債 費 比 率 

( 単 年 度 ) 

18%未満 

(地方債協議制度同意基準) 

( 普 ) 公 債 費 負 担 比 率 

( 公 債 費 / 一 般 財 源 ) 
[ 震 災 関 連 県 債 除 き ] 

毎年度の地財計画の一般財源総額に対する公債費の割

合以下(2018(H30):19.7%) 

県 債 管 理 基 金 活 用 額 財源対策としては、原則、活用しない 

経 常 収 支 比 率 － 

 

う ち 人 件 費 30%程度 

う ち 公 債 費 25%程度 

うち社会保障関係費等 40%程度 

ス

ト

ッ

ク 

指

標 

県 債 残 高 比 率 
( 県 債 残 高 / 標 財 規 模 ) 
[臨 時 財 政 対 策 債 除 き ] 

150%程度 
[中間目標：2016(H28)年度全国平均(200%)程度] 

県 債 残 高 
臨時財政対策債、減収補填債
75%分、補正予算債除き 

 
2018(H30)年度の 70%程度 

 

( 普 ) 将 来 負 担 比 率 
280%程度 

2018(H30)年度決算から、行革期間中の２倍となる 
50%程度を縮減し、早期健全化基準の 70%程度に縮減 

(普)県債管理基金積立不足率 

( 借 換 債 縮 減 影 響 除 き ) 
15%程度 
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（参考）指標の用語解説 

用 語 解 説 

一般財源 

地方税、地方交付税、地方譲与税など使途が特定されていない収入で地方

公共団体の実際の歳入額。一方、国庫支出金、地方債、使用料・手数料な

ど使途が特定されている収入は特定財源 

標財規模 

（標準財政規模） 

地方公共団体の一般財源の標準的規模を示すもので、普通交付税の算定に

基づいた標準税収入額に普通交付税等を加算した額。統計指標に活用 

実質公債費比率 

地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地

方公共団体の標準財政規模に対する割合で表したもの。18％以上となる団

体については、起債にあたり許可が必要。早期健全化基準（自主的な改善

努力による健全化基準）は 25％、財政再生基準（国等の関与による再生基

準）は 35％ 

経常収支比率 

地方税、普通交付税などの経常的な一般財源収入のうち、人件費や公債費、

社会保障関係費などの経常的経費に充当された一般財源の割合を表したも

の。数値が低いほど財政の弾力性は高い 

将来負担比率 

地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを、そ

の地方公共団体の標準財政規模に対する割合で表したもの。早期健全化基

準は 400％（財政再生基準の設定はない） 

県債管理基金積立

不足率 

満期一括償還地方債の元金償還に対する県債管理基金の毎年度の積立額

は、毎年度の発行額の 30 分の１（3.3％）とルール設定されており、この

あるべき残高に対して積立が不足している率 
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（参考）財政フレームの試算の前提条件 

 

（１）経済成長率 

「中長期の経済財政に関する試算」（令和２年１月公表）のうち、成長実現ケースの 

名目経済成長率 

区  分 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

名 目 経 済 

成 長 率 
1.5％ 2.8％ 3.3％ 3.4％ 3.5％ 3.4％ 3.4％ 3.3％ 

※ 直近５か年の経済成長率をみると、全国と本県との伸び率に乖離が生じていない。 

  

（２）歳入 

① 県税等 

令和２年度当初予算をもとに、令和３年度以降の経済成長率を用いて試算 

・県税、地方法人特別譲与税等：前年度見込額×経済成長率 

（参考①） 

・ 地方消費税の税率改定に伴う増収見込の年度ごとの割合 

区  分 R1 R2 R3～  

0.5％引き上げ分 5％ 75％ 100％  

（参考②） 

消費税率の10％改定に伴う以下の項目については、その影響額を織り込んでいる。 
 
・ 地域間の財政力格差の拡大等を踏まえ、大都市に税収が集中する課題に対処す

るため創設された特別法人事業税及び特別法人事業譲与税による増 

・ 地域間の税源の偏在を是正し、財政力格差の縮小を図るための法人住民税交付

税原資化の拡大による法人県民税法人税割の減 

（なお、減収額は地方交付税で措置されると見込んでいる。） 

・ 保有課税の恒久的な引下げによる需要の平準化、燃費性能に優れた自動車や先

進安全技術搭載車の普及等を図るための車体課税の見直しによる増減 

（自動車税種別割の税率引き下げや自動車取得税の廃止による減、自動車税環境

性能割の創設や自動車重量譲与税の創設に伴う増 等） 

（参考③） 

令和２年度税制改正に伴う以下の項目については、その影響額を織り込んでいる。 

・法人事業税の電力供給業における収入金額課税制度の見直しによる減 

・たばこ税の葉巻たばこにかかる課税方式の見直しによる増 

・地方公共団体金融機構の公庫債券金利準備金を活用した森林環境譲与税の増 等 

 

② 地方交付税等 

令和２年度当初予算をもとに、次のとおり試算 

ア 基準財政収入額 

・ 前年度見込額に、毎年度の県税等の増収額の75％（地方消費税率の改定に伴う増収

額は、年度ごとの収入割合に応じて100％）を加算 

・ 法人住民税の交付税原資化の拡大に伴う減収額の75％を減額 

イ 基準財政需要額 

(ｱ) 個別・包括算定経費（社会保障の充実分を除く） 

・ 前年度見込額に、給与（定期昇給等を除く）及び社会保障関係費の歳出増加額に

見合う伸び率を乗じて試算 
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（参考） 

令和３年度以降：＋1.4％（給与：＋0.5％、社会保障関係費：＋0.9％） 

・ 法人住民税の交付税原資化の拡大に伴い縮小する留保財源分（減収額の25%）は、

基準財政需要額に加算されるとして試算 

・ 会計年度任用職員制度導入に伴う期末手当等については、令和３年度で平準化さ

れるとして試算 

 

 (ｲ) 社会保障の充実分等 

・ 令和２年度当初予算をもとに、平年度ベースで、国・地方の社会保障の充実分が 

2.5兆円、「新しい政策パッケージ」に基づき実施される幼児教育の無償化等の教

育・子育て支援分が1.7兆円となることを前提に、国の予算の対前年度伸び率を前

年度の本県見込額に乗じて試算 

・ 令和４年度以降は、前年度の本県見込額に経済成長に伴う税収の対前年度伸び率

を乗じて試算 

・ 社会保障の充実分等について、本県歳出に見合った財政需要が反映されていない

ことから、その乖離について令和３年度以降で解消されるとして試算 

 

[国・地方の社会保障の充実分及び教育・子育て支援] 

区  分 H30 R1 R2 
R3～ 

(平年度) 

社会保障の充実 1.35兆円 1.68兆円 2.31兆円 2.5兆円 

教育・子育て支援 － 0.49兆円 1.58兆円 1.7兆円 

計 1.35兆円 2.17兆円 3.89兆円 4.2兆円 

対前年度の伸び率 － － － ＋108％ 

(ｳ) 事業費補正・公債費：毎年度の算入見込額 

(ｴ) その他（地域社会再生事業費(仮称) 等）：令和２年度当初予算と同額 

 

③ 国庫支出金 

社会保障関係費（国制度分）や投資事業費（国庫補助事業）などの事業費に対応した見込     

  額 

 

④ 特定財源 

各種貸付金の償還金などの見込額 

 

⑤ 県債 

今後の投資事業量に応じた発行見込額 

（今後の投資事業量は、歳出の「④ 投資的経費」の表を参照） 

  

⑥ その他の収入 

土地の売払収入、債権の回収、ネーミングライツなどの見込額 

 

（３）歳出 

① 人件費 

ア 職員給等 

(ｱ) 定  員 

・ 一般行政部門の定員は、平成30年４月１日の職員数を基本とした令和２年４月１日

の職員数 
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・ 法令等により配置基準が定められている定員は、当該基準に基づく配置定員（教職

員定数については、生徒数の減に伴う減を見込んでいる。） 

(ｲ) 給 与 

・ 令和２年度当初予算時の単価に基づき、定期昇給及び新陳代謝を見込む。 

・ 人事委員会勧告に基づく給与改定率は、経済成長率の1/3と試算 

・  会計年度任用職員制度導入に伴う期末手当等については、令和３年度で平準化され 

るとして試算 

 

イ 退職手当：今後の退職者数の見込をもとに試算 

 

② 公債費 

ア 起債発行額 

今後の投資事業費の計画額等に基づく発行見込額 

 

イ 発行利率 

「中長期の経済財政に関する試算」（令和２年１月公表）における成長実現ケースの 

名目長期金利 

区  分 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

名目長期 

金  利 
0.0％ 0.0％ 0.4％ 0.7％ 1.3％ 2.0％ 2.5％ 2.9％ 

 

ウ 借換債縮減 

行革期間中に財源対策として発行した交付税措置のない退職手当債及び行革推進債に

ついて、借換時に借換相当額を県債管理基金を活用して縮減するとして試算 

（単位：億円） 

区  分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 合計 

縮 減 額 302 323 202 181 163 200 133 74 227 1,805 

 

③ 行政経費 

ア 社会保障関係費（社会保障の充実分等） 

・ 令和２年度当初予算をもとに、平年度ベースで、国・地方の社会保障の充実分が 

2.5兆円、「新しい政策パッケージ」に基づき実施される幼児教育の無償化等の教育・  

子育て支援分が1.7兆円となることを前提に、国の予算の対前年度伸び率を前年度の本

県見込額に乗じて試算 

・ 令和４年度以降は、前年度の本県見込額に経済成長に伴う税収の対前年度伸び率を 

乗じて試算 

 

[国・地方の社会保障の充実分及び教育・子育て支援] 

区  分 H30 R1 R2 
R3～ 

(平年度) 

社会保障の充実 1.35兆円 1.68兆円 2.31兆円 2.5兆円 

教育・子育て支援 － 0.49兆円 1.58兆円  1.7兆円 

計 1.35兆円 2.17兆円 3.89兆円 4.2兆円 

対前年度の伸び率 － － － ＋108％ 
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イ 社会保障関係費（社会保障の充実分等を除く）及び個別算定事業 

前年度見込額に、直近の伸び率等を踏まえて試算 

 

ウ その他の行政経費 

 令和２年度当初予算と同額を基本に、クラウド化・事務改善などコスト縮減を踏ま 

えて試算 

 

④ 投資的経費 

地方財政計画の水準を基本に、本県の喫緊の行政課題に対応する事業費を別枠で確保 
 

〔各年度の投資事業費総額〕                       （単位：億円） 
区  分 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

国庫 
補助 
事業 

通常事業 1,020 1,015 1,015 1,015 1,015 1,015 1,015 1,015 1,015 1,015 
別枠事業 235 215         

 
災害関連事業（注１）           
防災・減災、国土強靱化緊急対策事業(注2) 235 215         
国庫補助事業 計 1,255 1,230 1,015 1,015 1,015 1,015 1,015 1,015 1,015 1,015 

県 
単独 
事業 

通常事業 570 570 570 570 570 570 570 570 570 570 
別枠事業 280 320 105 55 55 55 25 25 25 25 

 

緊急自然災害防止対策事業(注3) 120 120         
緊急防災・減災事業(注4) 90 85         
長寿命化・環境整備対策事業(注5) 45 50 50        
緊急浚渫推進事業(注6)  40 30 30 30 30     
災害に強い森づくり等事業(注7) 25 25 25 25 25 25 25 25 25 25 

県単独事業 計 850 890 675 625 625 625 595 595 595 595 
県庁舎等再整備事業(注8)  5 10 80 200 170 35 45 25 60 

合  計 2,105 2,125 1,700 1,720 1,840 1,810 1,645 1,655 1,635 1,670  
注１： 災害関連事業は、災害復旧事業に応じて、毎年度、所要額を精査 

注２： 国の「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」に基づき推進する防災インフラ

整備事業費（地方負担には防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債（充当率100％、交付税

措置率50％）が措置） 

注３： 「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」に基づく事業に連携した単独事業と

して推進する防災インフラ整備事業費（地方負担には緊急自然災害防止対策事業債（充当率

100％、交付税措置率70％）が措置） 

注４： 緊急防災・減災事業（令和２年度に国制度終了）について、令和２年度は、津波防災イン

フラ整備計画（H26～R5年度）等に必要な事業費80億円及び庁舎等耐震改修事業費5億円を計

上 

注５： 長寿命化・環境整備対策事業について、令和２～３年度で50億円/年を計上 

注６： 令和２年度から緊急浚渫推進事業費(仮称)が地方財政計画に計上されたことを踏まえ、令

和２年度は令和元年度実施予定分と合わせ40億円、令和３～６年度は30億円/年を計上（地

方負担には緊急浚渫推進事業債(充当率100％、交付税措置率70％)が措置） 

注７： 特定目的財源である県民緑税を活用する事業について、25億円/年を計上 

注８： 県庁舎等再整備事業について、県庁舎等再整備基本構想に基づき事業費を計上 

 

〔全体事業費〕                                （単位：億円） 

区  分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 合計 

県庁舎等再整備事業 5 10 80 200 170 35 45 25 60 55 15 700 
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Ⅴ 各分野の取組方針 

１ 組織 

(1) 本庁 

① 部 

 ５部体制を基本とし、特定分野を担当する部長を設置するなど、時代の変化に伴う多 

様な政策課題に対して、総合的かつ機動的に施策展開が図れる部の体制とする。 
 
② 局・課室 

25 局・100 課を基本とし、組織の専門性・機動性の向上と施策の効果的・効率的執行 

が図れる局・課室の体制とする。 
 
③ 本部体制 

横断的な行政課題に対応するため設置している本部体制について、必要性の低下した 

本部は見直しつつ活用する。 
 
(2) 地方機関 

① 県民局・県民センター 

ア 現地解決型の総合事務所体制としての県民局・県民センター体制を基本とし、市町 

行政体制の進展や地域の実情等を踏まえつつ、地域課題に総合的かつ的確に対応する 

体制とする。 

イ 阪神南県民センターと阪神北県民局については、「阪神南県民センター・阪神北県

民局の統合方針」に基づき「阪神県民局」として統合する。 

統合後の本局は伊丹庁舎に配置し、必要な施設整備を行うとともに、統合に向けて 

具体的な人員、組織体制を検討する。 

ウ  県民局・県民センターの各事務所について、地域の特色を活かした施策の推進、効

果的・効率的な県民サービスの提供、業務の専門性・機動性の向上等が図れる体制と

する。 

 

② その他地方機関 

特定の行政課題に的確に対応できるよう、効果的・効率的な県民サービスの提供、業

務の専門性・機動性の向上等が図れる体制とする。 

 

(3) 教育委員会 

① 本庁 

ア 「ひょうご教育創造プラン」を着実に推進し、多様な教育課題等に効果的・効率的

に対応できる体制とする。 

イ 本県の特色である体験教育など県全体で取り組む教育施策について、神戸市と引き

続き連携して推進する。 

 

② 教育事務所 

６教育事務所体制を基本とし、各市町教育委員会単位では対応が難しい課題への支援

や県全体で取り組む教育施策の推進のため、市町教育委員会との連携をさらに充実する

とともに、地域の特性に応じて効果的・機動的な体制となるよう、引き続き検討する。 

 

(4) 警察 

高度化・複雑化した犯罪など警察を取り巻く課題に効果的に対応するため、「警察署等

再編整備計画」に基づき、専門的かつ広域的に対応できる体制を整備する。 
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[計画の内容] 

① 警察本部 

サイバー犯罪、外国人犯罪等の専門的知識・技術が必要な事案への対処能力や、広域 

的な治安維持力を向上させるため、警察本部の機能を強化 

② 警察署 

小規模警察署の統合及び警察センターの設置等により、人員等を適正に配置し、小規 

模警察署の脆弱性・非効率性を解消 

③ 警部派出所 

交通事情や管内人口等の状況変化、許可等事務の取扱件数を踏まえ、警部派出所を見 

直し、管轄警察署や併設する交番で業務を実施 

④ 交番・駐在所 

業務負担の低い交番・駐在所の再編整備や、社会情勢の変化を踏まえた勤務形態の在 

り方を検討 

 

(5) その他行政委員会等 

行政運営の公正を期するため設置された各行政委員会の設置目的を踏まえながら、各々

の特性に応じた専門性が発揮できる事務局の体制とする。 

 

２ 職員 

(1) 定員 

① 職員 

ア 一般行政部門については 2018(H30)年４月１日の職員数を基本とする。 

イ 業務の効率的な執行や、職員のワーク・ライフ・バランスに留意しつつ、県民サー

ビスの水準の維持・向上及び新たな行政課題や行政需要の変化に的確に対応できる人

員配置とする。 

ウ 法令等により原則として配置基準が定められている警察官、教職員、医療職員、児 

童福祉司等について、基準に基づき適正に配置する。 

エ 年齢構成の平準化に向け、経験者採用などを積極的に活用し、計画的な職員採用を

行う。 

    

② 再任用職員 

業務経験やノウハウを円滑に引き継ぐため、公務員の定年引上の動向を注視しつつ、

再任用職員を積極的に活用する。 

 

③ 会計年度任用職員 

ＩＣＴの積極的な活用等による業務の効率化を進めながら、業務量に応じて適正に配 

置するとともに、制度の円滑な運用を図る。 

 

(2) 給与 

① 特別職 

本県の財政状況等を踏まえ、一定の給与抑制措置を行う。 

 

② 一般職 

   ア 本県の財政状況や他の地方公共団体の状況等を踏まえ、減額率を縮小した上で、管

理職手当の減額を行う。 

イ 給与制度について、人事委員会勧告を尊重することを基本に、社会情勢や本県の財 

政状況、国や他の地方公共団体等の状況を踏まえ、適切に対応する。 
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(3) 多様な働き方の推進 

「兵庫県庁ワーク・ライフ・バランス取組宣言」に基づく、「超過勤務の縮減」、「子育

て・介護と仕事の両立支援」、「働きやすい職場づくり」の三つを柱に、全庁を挙げた業務・

超過勤務の縮減、在宅勤務・フレックスタイム制等の柔軟で多様な勤務形態の推進、休暇・

休業制度等の各種支援制度の活用促進等に取り組む。 

 

(4) 人材育成 

職員の意欲と創意を高める研修の充実や OJT を通じて職員の能力向上を図るとともに、

民間等との人事交流、適切な人事評価や表彰制度の活用による士気高揚等に取り組み、新

たな県政を担う人材を育成する。 

併せて、女性が活躍できる場の拡大のため、「男女共同参画兵庫県率先行動計画」に基

づき、女性職員の採用及び登用等について、その環境整備を進める。 

 

３ 行政施策 

(1) 事務事業 

  ①  一般事業費 

2018(H30)年度当初予算の事業費枠を基本とし、効率的・効果的に施設の維持管理や各

種事業を推進する。 

 

② 政策的経費 

   時代の変化や国の制度改正、県と市町の役割分担等の視点を踏まえた見直しを徹底し

つつ、各種事業を推進する。 

 [見直しの視点] 

ア 時代の変化、国の制度改正、地方財政措置等を踏まえた事業内容の見直し 

イ 市町への権限移譲や地財措置の状況、県補助の先導性の低下等を踏まえた県と市 

町の役割の明確化  

ウ 民間活動分野の拡大等を踏まえた民間等との役割の明確化  

エ 受益者負担の適正化等給付と負担の適正化  

オ 事務事業評価の活用による事業コストの検証や民間活力の活用等を通じた効率的 

な事業の推進 

カ 外部資金の活用による財源の確保   等 

 

③  新規施策の展開 

「兵庫県地域創生戦略」、「兵庫 2030 年の展望」及び「21 世紀兵庫長期ビジョン」を踏

まえ、「ふるさと兵庫実現プログラム」等の各種プログラムの具体化を図り、すこやか兵

庫の実現に向けた施策を積極的に展開する。 

 

④  事務事業数 

     2018(H30)年度当初予算の事業数を基本とし、スクラップ・アンド・ビルドを徹底する。 

 

⑤  社会保障関係費 

ア 社会保障関係費について、国の制度改正や本県の実情等を踏まえつつ、適切に事業

を推進する。 

イ 今後の社会保障関係費の増加に見合った地方の財源が確保されるよう、地方一般財

源総額の充実・強化等を国に対し積極的に要請する。 
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⑥  業務の効率化・省力化 

ア 事業の執行にあたっては、全庁的な事務改善を推進し、業務執行の簡素化・効率化 

を図る。 

イ ビッグデータや AI・IoT 等の先端技術を活用し、業務の効率化はもとより、新事業 

の創出、施策立案機能の強化、県民サービスの向上など、より質の高い行政運営を推 

進する。 

 

(2) 投資事業 

  ① 通常事業 

ア 補助事業、単独事業について、地方財政計画の水準を基本とした事業費を設定する。 

イ 補助事業について、計画的な事業推進に必要な国庫支出金を積極的に確保する。 

   

② 別枠事業 

ア 防災・減災対策や長寿命化対策など、本県の喫緊の課題に対し、地方交付税措置の

ある県債や基金等を活用することを基本に、必要な事業費を別枠で確保する。 

    イ 国の経済対策について、本県の経済情勢等を勘案しながら適時適切に対応し、事業 

費を確保する。 
   

③ 社会基盤整備の推進 

 ア 「ひょうご社会基盤整備基本計画」を基本方針として、社会基盤整備を計画的・効

率的に推進する各種分野別計画及び地域別計画である「社会基盤整備プログラム」に

基づき、社会経済情勢の変化や頻発化する自然災害への対応など、県民ニーズを的確

に捉えつつ、必要性・緊急性の高い事業へ重点化を図り、着実に事業を推進する。 

[主な分野別計画] 

分 野 計  画  名 

地震･津波 

対策 

津波防災インフラ整備計画 

南海トラフ地震･津波対策アクションプログラム 

日本海津波防災インフラ整備計画 

ひょうご道路防災推進10箇年計画 

地域の防災道路強靭化プラン 

総合的な 

治水対策 

兵庫県高潮対策10箇年計画(仮称) 

地域総合治水推進計画 

ため池整備５箇年計画 

土砂災害対策 第３次山地防災・土砂災害対策計画 

ミッシング 

リンクの解消 
ひょうご基幹道路ネットワーク整備基本計画 

老朽化 ひょうごインフラ･メンテナンス10 箇年計画 

農林水産 
農業生産基盤整備の推進(農林水産ビジョン2025) 

新ひょうご林内路網1,000km 整備プラン(農林水産ビジョン2025) 

 イ 耐震性能が不足し、老朽化している県本庁舎について、大災害に即応する広域的な

防災拠点として高い耐震性能を確保するとともに、今後の県行政の推進を図る拠点と

しての建替整備を行う。あわせて、建替により生じた余剰地等を活用して、民間活力

の導入により、周辺地域の再整備を推進する。 

 ウ  建設企業等の健全育成と公共工事等の品質確保を推進する。 
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(3) 公的施設等 

① 公共施設等の適正管理の推進 

県が所有する公共施設等について、社会情勢の変化等を踏まえながら施設の在り方の

検証を行うとともに、「公共施設等総合管理計画」や各分野の個別計画に基づき、施設

総量の適正化、老朽化対策、安全性の向上と適切な維持管理、施設等の有効活用を推進

する。 

併せて、道路・橋梁・上下水道など市町管理施設の老朽化対策を支援する。 
        

② 効率的な管理運営の推進 

民間事業者のノウハウの活用が期待できる施設は、原則として公募による指定管理者

制度を推進するとともに、事業者、所管課、外部委員による適切な評価システムを機能

させることと併せ、効率的で質の高い管理運営水準を確保する。 

 

(4) 試験研究機関 

① 研究機能の強化・重点化  

各機関の中期事業計画に基づき、大学や民間企業等との連携、先端技術の導入・活用 

等を通じた研究機能の強化を図りながら、県民ニーズを的確に捉えた試験研究業務への 

重点化や成果普及を推進する。 
 

② 弾力的な運営体制の整備 

限られた研究資源のより効果的な活用を図るため、外部人材の活用、産学官連携によ 

る共同研究などにより、弾力的・効率的な運営体制とする。 
 
③ 効果的な経営の徹底 

外部資金の積極的な獲得、成果指標となる客観的な数値目標の設定や評価システムの 

推進など効率的・効果的な経営を徹底する。 

 

(5) 県営住宅事業 

  ① 県営住宅管理戸数の適正化 

「ひょうご県営住宅整備・管理計画」に基づき、2025 年度末の管理戸数 48,000 戸程

度に向け、計画的な建替又は集約・廃止を推進し、管理戸数の適正化を図る。 
  
② 県営住宅ストックの有効活用 

       耐震化やバリアフリー化、計画的な修繕による建物の長寿命化などを図り、既存の住 

     宅ストックを有効活用する。 
   

③ 経営の効率化 

       家賃収納対策の推進による使用料収入の確保や民間活力を活用した効率的な管理運営 

     など、経営の効率化を推進する。 
   

④ 新たな施策展開 

       地域のニーズや県外からの移住など、多様な住宅需要に対応した施策を展開する。 

 

(6)  流域下水道事業 

  ① 自立・安定的な経営の確保 

    「兵庫県流域下水道事業経営戦略」のもと、中長期的な視野に基づく計画的な経営を

推進する。 
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② 施設更新、維持管理の効率化 

    計画的かつ最新技術を活用した施設更新、長寿命化を推進するとともに、効率的な維 

持管理を推進する。 

 

４ 公営企業 

(1) 企業庁 

  ① 経営改革の推進 

    「新・企業庁経営ビジョン」及び「企業庁総合経営計画」に基づき、各事業の黒字を 

     維持しつつ、自律、安定した経営改革を推進する。 

   

② 地域整備事業 

   ア 既開発地区の分譲推進 

     民間ノウハウの導入を積極的に進め、早期のまちの熟成(2020 年度末分譲進捗率約

90％)を目指し、企業立地や宅地分譲を推進する。 

   

イ 事業進度調整地 

     県民・企業ニーズや事業採算性等を考慮の上、地元自治体等の理解と協力を得なが

ら、その利活用を検討する。利活用が困難な場合は、長期的には県有環境林等として

の活用も検討する。 

     

ウ 地域整備事業の在り方 

まちの熟成など地域整備事業の状況等を見定めて、今後の在り方を検討する。 

 

③ 水道用水供給事業・工業用水道事業 

    「アセットマネジメント推進計画」に基づく計画的な修繕・更新を推進するなど、水 

道用水・工業用水の安定供給を図るとともに、水道事業については、県内水道事業体と 

の広域連携等の取組を推進する。 

 

④ 地域創生整備事業 

    地域の振興、県民福祉の向上に向け、独立採算を維持しながら、健康、環境、観光、 

     教育、産業、都市再生などの分野について、外部有識者の意見を踏まえながら、新た 

     な取組を推進する。 

   

⑤ 青野運動公苑 

    新たな利用者確保に向けた取組の推進などにより、健全経営を確保する。 

      

⑥ 一般会計との貸借関係 

     一般会計と企業会計の貸借関係の整理を検討する。 

 

(2) 病院局 

   ① 経営改革の推進 

     「第４次病院構造改革推進方策」に基づき、地域医療機関との連携強化や新規患者の

確保、診療報酬改定への的確な対応等による収入の確保、業務委託化の推進や診療材料

費の削減等による費用の抑制など、経営改革を推進して病院事業全体での黒字経営を確

保する。 
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     ② より良質な医療の提供 

 ア 診療機能の高度化・効率化 

   各病院の政策医療を踏まえた診療機能の拡充、ICT 化の推進、計画的な建替整備等 

により、診療機能の高度化・効率化を推進する。 

 

イ 再編・ネットワーク化 

   「保健医療計画」の策定、診療報酬改定の動向などの医療制度改革を踏まえ、地域 

の医療ニーズに対応した病床機能への見直しを行うとともに、公立病院等との再編・ 

ネットワーク化を推進する。 

      

③ 運営体制・基盤の確保 

  政策医療の安定的かつ継続的な提供、新病院整備に伴う診療機能の高度化等に対応す 

 るため、医師確保対策、看護師確保対策の取組を推進する。 

 

５ 教育施策(教育委員会所管) 

(1) 「ひょうご教育創造プラン」の推進 

     ア 「第３期ひょうご教育創造プラン」に基づき、本県の教育が目指すべき方向性や今

後取り組むべき様々な課題に対応した教育施策の推進を図る。 

イ 総合教育会議を活用し、教育施策の方向性について知事部局との共有化を図ること 

により、教育創造プランの具体化に向けた施策の推進に連携して取り組む。 

ウ 社会的・職業的自立に向けたキャリア形成、兵庫型「体験教育」の推進、グローバ 

ル時代に対応した教育、「兵庫型教科担任制」等の学力向上方策の充実を図り、特色 

ある教育を推進する。 

エ  いじめ・問題行動等へ適切に対応するため、学校組織としての対応力や教職員の資

質の向上を推進する。また、「教職員の勤務時間の適正化推進プラン」に基づき、教職

員の働き方改革の具体的な取組を推進する。 

オ  県民のニーズに応じた学びの機会・場の充実、「スポーツ立県ひょうご」を推進する。 

 

(2) 県立高等学校 

ア 社会情勢の変化等に対応しつつ、特色ある学科の設置推進、教育内容の充実、教育 

方法の工夫・改善、入学者選抜制度の改善などの方針に基づき、魅力あるひょうごの

高校づくりを推進する。 

イ 生徒の減少等環境の変化を踏まえ、小規模校対策など地域の教育活動の活性化に向 

けた取組を推進する。 

ウ 「県立学校施設管理計画」に基づき、施設の長寿命化改修やトイレ改修、空調設備 

の設置など、安全・安心な学習環境を推進する。 

 

(3) 特別支援学校 

ア 「兵庫県特別支援教育第二次推進計画」の評価・検証を踏まえ、特別支援学校のみ 

ならず、すべての学校において、学習支援体制・相談支援体制の充実、学校間連携の 

推進など一人一人の多様な教育的ニーズに応じた特別支援教育を推進する。 

イ 教職員研修の充実等により特別支援教育に関する専門性の向上を図る。 
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６ 公立大学法人兵庫県立大学 

(1) 魅力ある大学づくりの推進 

① 教育・研究充実のための大学改革の推進 

公立大学法人兵庫県立大学第二期中期目標、中期計画のもと、グローバル社会や情報

科学技術の急速な進展など、大学を取り巻く地域や社会のニーズの変化に的確に対応し、

様々な分野で活躍できる人材を育成するため、経済学部・経営学部の国際商経学部・社

会情報科学部への再編や学部との接続も見据えた大学院の統合・再編を始めとする教育、

研究の充実強化や発信力の強化を図り、大学改革を推進する。 

 

② 産学官連携など社会貢献の充実強化 

ニュースバルと SPring-8 の一体的な活用のほか、金属新素材研究センターの活用など

産業界等のニーズに応えた技術、経営等の支援の充実や、将来にわたって活力ある地域

社会の構築に向けた地域課題の解決など、産学官連携を始めとする社会貢献機能を強化

する。 

    

(2) 自律的、効率的な管理運営体制の確保 

① 大学の魅力向上に向けた戦略的な運営体制の確保 

理事長、学長の連携を強化しながら、理事長は法人経営に、学長は教学に専念し、大

学の魅力向上に向けた戦略的な経営を、設置者である県と密接に連携しながら推進する。 

 

② 教職員の適正配置の推進 

計画的な定員管理を進める中で、新陳代謝や質向上を図り、大学改革等に必要な人材

を確保し適正に配置する。 

 

③ 持続可能な財務構造の維持 

設置者である県からの運営交付金等に加え、大学としても共同研究や受託研究など自

主財源の獲得に積極的に取り組み、持続可能な財務構造を維持する。 

 

７ 公社等 

(1)  団体の見直し 

社会経済情勢の変化や県民ニーズ、民間との役割分担等を踏まえながら、設立意義や事 

業の必要性等の観点から公社等の在り方を含めて見直しを行う。 

 

 (2)  運営の合理化・効率化 

① 経営の安定化 
安定した経営を維持するため、執行体制や事業の見直しなど運営の合理化・効率化を 

推進する。 
 

② 職員数 
ア プロパー職員については、退職後の県派遣職員による補充も検討しつつ、業務量の 
状況や専門的ノウハウの継承、経営状況等を勘案の上、適正に配置する。 

イ 県派遣職員については、県の関与の必要性や行政課題の変化など、各公社の状況を 
総合的に勘案しつつ、適正に配置する。 

 
③ 給与 

県の取組を踏まえつつ、各公社の経営状況等に応じて適宜適切に見直しを行う。 
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④ 県財政支出の見直し 
県からの委託、補助事業等の継続的な検証や事業執行の効率化等により、県財政支 

出の見直しを行う。 

 
⑤  運営の透明性の向上 

情報公開や契約手続の適正化を徹底するとともに、監査体制の強化など経営の透明 
性の向上を図る。 

   
    ⑥  フォローアップの強化 
    第三者による外部委員会を設け、専門的見地から公社等の運営に対し、指導・助言等 

を行う。  
 
(3)  新たな施策展開  

社会経済情勢の変化や県民ニーズ等を踏まえ、公社の持つ個別の機能を活かし、公的セ 

クターとしての役割を担う事業を積極的に推進する。 

 

８ 長期保有土地 

(1) 長期保有土地の処理 

   「長期保有土地の処理に関する基本方針」の下、利活用や売却等計画的な処理と適正管 

理を推進する。 

［処理の基本方針］ 

① 庁内、公社等での利活用 

② 地元市町等への売却、譲渡、交換、貸付 

③ 県、市町等での利活用が見込めない用地は民間売却を基本 

④ 山林のうち、直ちに利活用が見込めない場合は、県有環境林として取得し当面の間 

適正管理 

⑤ 地元市町から取得要請等があった用地は、市町と連携して利活用方策の検討を推進 

 

(2)  県有環境林としての計画的な取得と適正管理 

  直ちに利活用が見込めない山林について、県有環境林として計画的に取得し、地元市町 

との連携の下、適正管理を図りつつ、利活用方策を検討する。 

 

(3) 企業庁が保有する進度調整地 

  県民・企業ニーズや事業採算性等を考慮の上、地元自治体等の理解と協力を得ながら、 

  その利活用を検討する。利活用が困難な場合は、長期的には県有環境林等としての活用も

検討する。 

 

 

(4) 地元市町と連携した利活用の推進 

  地元市町から取得要請等があった用地など、地元市町との連携を図ることとした用地 

は、地元市町と協議調整を積極的に進め、利活用方策の検討を推進する。 

   

９ 自主財源の確保 

(1) 県税 

① 県税収入の確保 

  県財政の歳入の基盤となる県税収入の確保を推進する。 
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② 税収確保対策の推進 

ア 徴収歩合が全国平均を上回ることを基本とし、収入未済額の更なる縮減に向け、 

税収確保対策を推進する。 

イ  県と市町との連携を推進するとともに、課税調査、滞納対策、不正軽油対策、納税 

環境の整備等の取組を強化する。 

 

③ 税制改正に向けた働きかけの推進 

        地方税財源の一層の充実を図るため、全国知事会など関係団体とも連携し、国に対し

て積極的な働きかけを行う。 

 

(2) 課税自主権の活用 

     ① 超過課税 

法人県民税超過課税、法人事業税超過課税及び県民緑税等の超過課税については、充 

当事業を効果的に実施するとともに、社会経済情勢や県民ニーズ等の変化を踏まえ、充 

当事業の効果を検証の上、今後の計画の必要性を検討する。 

 

② 法定外税等 

  地方財政制度の動向や社会経済情勢の変化等を踏まえ、地域が抱える政策課題に対 

応するための財源確保や政策誘導の手段として、法定外税等の導入の可能性を検討する。 

 

(3) 諸収入 

① 使用料・手数料 

社会経済情勢の変化や利用者の利便性向上、受益と負担の適正化等の観点から使用 

料・手数料の適正化を図る。 

 

② ネーミングライツ 

複数施設の一括募集や対象施設の拡大などの柔軟な制度運用により、ネーミングライ

ツの導入を促進する。 

 

   ③ 広告収入 

県施設や広報紙、ホームページなど有形無形の資産について、広告媒体として積極的 

に活用し、広告収入を確保する。 

 

     ④ ふるさとひょうご寄附金 

寄附者の共感と賛同を得て寄附を集める魅力ある事業を検討するとともに、事業毎の

特典や効果的な広報・ＰＲを展開する。 

 

(4) 債権管理 

① 特定債権の回収・整理 

       債権管理推進本部の下、債権毎の債権管理計画に基づいた債権の回収・整理を推進し、

収入未済額を縮減する。 

 

② 災害援護資金貸付金(阪神・淡路大震災分) 

     関係各市に対し償還努力を促し、債権回収を推進するとともに、免除要件の拡大等に 

ついて、国への提案・協議を継続して行う。 
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(5) 資金管理 

① 資金調達 

市場環境や投資家ニーズを捉えた柔軟な起債運営により、安定的かつ低利な資金調達 

を推進するとともに、発行年限の多様化や住民参加型市場公募債の活用など、多様な調 

達手段を確保する。 

 

② 資金運用 

「兵庫県及び関連公社等資金運用方針」に基づき、保有する資金の安全かつ有利な 

 運用に留意しつつ、グループファイナンスの積極的な活用や、将来の買入消却に備え 

    た兵庫県債の買入れなど、市場環境を踏まえた柔軟かつ機動的な資金運用を推進する。 

 

10 地方分権の確立に向けた取組 

(1) 地方分権改革の推進 

ア 国から地方への事務・権限の移譲に向け、本県独自の働きかけに加え、全国知事会、 

関西広域連合や県地方六団体等とも連携を図りつつ、国への働きかけを積極的に推進

する。 

イ 地方税財源の充実強化に向け、地方税体系の抜本的な見直し、地方一般財源総額の 

充実確保等を要請する。 

ウ  市町の意向を踏まえつつ、県と市町が連携して県から市町への権限移譲を推進する。 

 

(2) 関西広域連合による取組の推進 

ア カウンターパート方式による大規模災害発生時の被災地支援や、関西全域をカバー 

するドクターヘリの運行など、７つの広域事務を着実に実施するとともに、関西全体 

で取り組むべき新たな課題にも官民が連携して積極的に対応する。 

イ 防災庁の創設や政府関係機関の地方移転など、国土の双眼構造の実現に向けた取組 

を推進し、国からの事務・権限の受け皿たり得ることを顕示する。 

ウ 中長期的な観点から、関西広域連合の今後対応すべき広域課題やその解決に相応し 

い体制等について検討する。 

 

(3) 規制改革の推進 

ア 関西圏国家戦略特区、関西イノベーション国際戦略総合特区、あわじ環境未来島特

区を活用し、産業の国際競争力強化や地域活性化を推進する。また、国に対し更なる

特例措置の創設を働きかける。 

イ 企業等の事業活動の妨げとなっている県及び県内市町独自の規制の見直しや、県民

サービスの向上につながる事務手続の簡素化等に取り組む。 
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11 すこやか兵庫の実現に向けた施策の推進 

人口減少と少子高齢化の同時進行、革新技術の浸透、働き方の多様化、大交流時代の到来、 

高まる災害リスクと持続可能な環境づくりなど、今後の社会経済情勢の変化を的確に捉え、

「兵庫県地域創生戦略」、「兵庫 2030 年の展望」及び「21 世紀兵庫長期ビジョン」を踏まえ

た、すこやか兵庫の実現に向けた施策を推進する。 

（参考）兵庫 2030 年の展望の概要 

兵庫の 2030 年の姿 取組の方向 

価値創造 

経済 

①世界をリードする先端産業が集積 
②挑戦とイノベーションの連鎖が拡大 
③アジア新興国等の成長活力を取り組み 

・先端産業の振興、革新技術の開発・導入支援、
起業や新事業展開等の促進、地域に根ざした
産業の振興、海外の成長活力の取り込み 等 

全員活躍 

社会 

①個人のライフスタイルに応じた働き方が
実現 

②多様な人々の社会進出が進展 
③生涯現役が当たり前に 

・年齢・性別・障害の有無等に関わりなく働き
続けられる環境づくり、何度でもチャレンジ
できる環境づくり、起業支援の充実 等 

充実する

「自分時

間」 

①「自分時間」が増加 
②多様な形で過ごす「自分時間」 
③兵庫への移住が増加 

・ワーク・ライフ・バランスの推進、保育・介護サービス
の基盤強化、副業や学び直し等の環境整備、
楽農生活や二地域居住の推進、地域づくり活
動の推進、兵庫に根ざした文化・芸術の振興、
生涯スポーツの先進地づくり 等 

未来に挑

む人づく

り 

①地域総参加で子どもの成長を支援 
②自立して挑戦する力を育む教育が展開 
③大学等が新たな価値の創出拠点に 
④生涯を通じた学び直しの環境が整備 

・地域住民の参画推進、学校教育の充実、大学
等の機能強化、学び直しの環境整備 等 

子育て 

安心社会 

①結婚の希望を叶える環境が充実 
②安心して子どもを産み育てられる環境が
整備 

③地域とつながる子育てが再生 

・若者の自立や出会い支援、妊娠・出産・子育
ての切れ目のない支援、職場における子育て
支援、家族・地域ぐるみでの子育て支援 等 

進む健康 

長寿 

①だれもが健康づくりを実践し、健康寿命
が延伸 

②住み慣れた地域で介護や医療を受けられ
る環境が整備 

③高齢者の見守りなど地域のつながりが強
化 

・健康づくりや介護予防活動の推進、介護・ 
医療体制の整備、地域における支え合いの 
強化 等 

安全な 

暮らし 

①世界最高水準の防災基盤と防災意識が 
形成 

②災害からの復元力が強化 
③日常生活の安全が確保 

・地震・津波対策の推進、風水害対策の推進、
地域防災力の強化、広域防災体制の強化、復
旧復興体制の整備、暮らしの安全確保 等 

環境 

先進地 

①環境保全と経済成長の好循環が進展 
②次世代エネルギー社会を先導 
③人と自然が共生 
④豊かな森林が多面的機能を発展 

・グリーンイノベーションの推進、人と自然の
共生、森林の適切な管理 等 

御食国 

ひょうご 

①県産ブランドが国内外の需要を獲得 
②農水産業が基幹産業として持続的に発展 
③農のスマート化が進展 

・ブランド戦略の推進、農業の競争力強化、畜
産物の生産力強化、養殖業と栽培漁業の振興 
農のスマート化の推進 等 

交流五国 ①双方向で行き交うライフスタイルが定着 
②ツーリズム人口が拡大 
③多文化共生の先進地が形成 
④陸海空の交通インフラが充実 

・二地域居住や移住等の促進、五国の資源を活
かしたツーリズムの促進、多文化共生の推進、
陸海空の交通インフラの整備推進 等 

豊かな 

生活空間 

①都市間競争力が高まる都市中心部 
②多世代が混住する郊外住宅地 
③生活サービスや交通の拠点となる地方 
都市 

④交流が広がる多自然地域の集落 

・都市機能の充実強化、空き家・空き地の「負
動産」から「資産」への転換、多世代の混住
化、居住地に関わりなく安心して暮らせる環
境づくり、多自然地域での交流拡大 等 

 


